
DATA SENDAI プラットフォーム規約 

第１条（名称） 

本事業の名称は、『DATA SENDAI プラットフォーム』（以下、「本プラットフォーム」という）と

する。 

第２条（目的） 

本プラットフォームは、スマートシティの実現と市民サービスの向上のために、データ連携基盤を

利活用しやすい環境を提供し、企業、教育・研究機関、地域団体などの多様な主体による連携を促

すことで、新たなデータ利活用事例を創出することを目的とする。 

第３条（事業） 

前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

① データ連携基盤の普及啓発 

② データ利活用事例の創出 

③ 会員同士のコミュニティ形成 

④ その他、本プラットフォームの目的を達成するために必要な事業 

第４条（事務局） 

本プラットフォームの運営事務局は、仙台市まちづくり政策局まちのデジタル推進課に設置する。 

第５条（定義） 

本規約において、次の各号に掲げる語は当該各号に定める定義による。 

① 会員 本プラットフォームへの登録を完了した者であり、以下の二つに区分される。 

ア．データ利用者（API 閲覧者）：データの取得とサービス開発を主たる目的とする者 

イ．データ提供者（API 登録者）：本プラットフォームへ動的データ等を提供する者 

② 登録 本プラットフォームの会員として会員名簿に登録すること 

③ 登録情報 会員から事務局に提供される会員に関する情報 

④ 利用料金 会員サービスの利用に際して会員が負担する費用 

⑤ 会員サービス 本プラットフォームから会員に提供されるサービス 

⑥ 会員名簿 登録情報を一覧にまとめたもの 

⑦ 認証情報 データ連携基盤を利用するために発行される API トークン、ID、パスワード等の

情報 

第６条（会員サービス） 

１ 会員は、次の各号に掲げるサービスの提供を受けることができる。 

① データ連携基盤へのアクセス及び利用 

② データ連携基盤に関する技術支援、情報提供 

③ データ利活用事例に関する広報 

④ 会員同士の交流機会 

⑤ その他、本プラットフォームの目的を達成するために提供されるサービス 

２ 会員は、第７条の登録後に事務局から付与されるデータ連携基盤の ID 及びパスワードを使



い、データ連携基盤にアクセスし利用することができる。 

第７条（登録） 

１ 登録を希望する者（以下、「申請者」という）は、本規約に同意した上で、オンラインフォー

ム等を通じて所定の手続きを行うことにより、登録を申請するものとする。 

２ 事務局は、前項の申請があった場合、システムにより自動的または所定の確認を経て認証情報

を付与し、登録を完了する。ただし、第８条に定める会員の要件に該当しないことが判明した場合

は、第 11 条に基づき登録を抹消することができる。 

第８条（会員の要件） 

１ 会員は、以下の各号のいずれにも該当しないものとする。 

① 登録情報に虚偽、誤り又は不足があるもの 

② 会員又は会員の役員若しくは従業員等が反社会的勢力である、又は反社会的勢力の関係者で

あると事務局が判断したもの 

③ 個人（個人事業主を除く。）であるもの 

④ 前各号のほか、会員として適当ではないと事務局が判断したもの 

２ 会員は、本プラットフォームの運営及び事業の実施に協力し、会員サービスを利用するものと

する。 

第８条の２（データ提供・接続に関する技術要件等） 

データ提供者（API 登録者）は、本プラットフォームへデータを連携・登録するにあたり、相互運

用性を確保するため、以下の技術要件を遵守または尊重するものとする。 

① Entity ID の命名規則 原則として NGSI-LD 仕様に準拠した URN 形式（例：urn:ngsi-

ld:<Entity-Type>:<Unique-ID>）を用いること。 

② 標準データモデルの採用 「Smart Data Models」や「自治体標準オープンデータセット」

等の標準的なデータモデルに可能な限り準拠するよう努めること。 

③ API 接続およびセキュリティ 通信は原則として FIWARE NGSI 仕様に準拠した REST API 等

を用い、通信経路の暗号化には TLS 1.2 以上を使用すること。 

第９条（登録情報の変更） 

会員は、登録情報に変更があった場合には、当該変更事項をすみやかに事務局に通知するものとす

る。 

第 10条（登録解除） 

会員は、事務局の定める手続きにより、登録を解除することができる。 

第 11条（登録抹消） 

事務局は、会員が第８条１項の要件に該当しないと判断した場合には、登録を抹消することができ

る。 

第 12条（会員情報の取扱い） 

１ 事務局は、生存する個人に関する情報を、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）お

よび「仙台市行政情報セキュリティポリシー」に基づいて取り扱う。会員情報については、以下の

目的で使用することとし、当該会員の同意なく会員情報を第三者に開示、又は提供しない。 



① 本人確認のため 

② 登録の可否を検討するため 

③ 会員名簿を作成するため 

④ 本プラットフォームの活動（会員サービスの提供を含む）に係る事務のため 

⑤ 本プラットフォームに関連する業務のため 

２ 会員名簿は全会員間で開示されるものとし、会員は予めこれに同意するものとする。 

３ 会員は、事務局が広報目的で本プラットフォームのウェブサイト等の広報資料に会員の名称を

掲載することに同意するものとする。ただし、会員が登録時に当該同意をしない旨を申し出た場合

又は登録後に当該同意を撤回する旨を申し出た場合、事務局は当該会員の名称を広報資料に掲載し

ないものとする。会員により同意が撤回された場合であっても、撤回以前の同意は有効であって、

事務局は広報資料の回収等の義務を負わない。 

第 13条（利用料金） 

１ 利用料金は無料とする。ただし、任意参加の交流イベント等に際し、会員から参加費等を徴収

する場合がある。 

２ 事務局は、今後の会員サービスや事業環境の変化を踏まえ、利用料金を見直すことがある。 

第 14条（禁止事項） 

会員は、以下の各号に該当する行為又は該当するおそれがあると事務局が判断する行為を行っては

ならない。 

① 法令に違反する行為又は犯罪行為に関連する行為 

② 公序良俗に反する行為 

③ 事務局、本プラットフォームの会員又はその他の第三者の知的財産権、肖像権、プライバシ

ーの権利、名誉、その他の権利又は利益を侵害する行為 

④ 事務局が許諾していない本プラットフォーム上での宣伝、広告、勧誘、又は営業行為 

⑤ 本プラットフォームの活動を妨げ、又は支障を及ぼす行為 

⑥ 本プラットフォームのネットワーク又はシステム等への不正アクセス 

⑦ その他事務局が不適切であると判断する行為 

第 15条（ID 及びパスワードの管理） 

１ 会員は、自らの責任において、データ連携基盤に関する ID、パスワードその他の認証情報を

安全に管理及び保管するものとし、これを第三者に利用させ、又は貸与、譲渡、名義変更、売買等

をしてはならない。 

２ 事務局は、データ連携基盤に ID、パスワードその他の認証情報を入力してログインした者を

会員本人とみなし、会員はログインした者の行為に基づく全ての責任を負うものとする。 

第 16条（権利帰属） 

本プラットフォームから会員に提供及び開示される各種システム及び各種情報に係る知的財産権等

の一切の権利は、事務局又は事務局に利用を許諾している者に帰属しており、本規約に基づく登録

の承認は、当該知的財産権等の移転や本規約等で定める目的以外の利用を許諾するものではない。 

第 17条（免責・責任制限） 



１ 事務局は、本プラットフォームに関して会員間又は会員と第三者の間で生じた一切のトラブル

について、何ら責任を負わないものとする。 

２ 事務局は、会員が提供する情報又は助言等が真実性、最新性、確実性、有用性等を有すること

について何ら保証するものではない。 

３ 事務局は、会員による会員サービスの利用に関して発生した一切の損害について、事務局に故

意又は重過失がない限り、何ら責任を負わないものとする。 

４ 本プラットフォームのデータ連携基盤は動的データの流通に特化しており、原則として最新デ

ータのみを保持し、過去データは上書きされる仕様とする。事務局は、以下の各号に起因して会員

に生じた損害について、一切の責任を負わないものとする。 

① システムの保守、アップデート等に伴う計画停止 

② 利用するクラウドサービスや通信回線の障害など、外部要因または不可抗力によるシステム

の停止や稼働率の低下 

③ データ連携における一時的なデータの遅延、欠損、またはシステム仕様に基づく過去データ

の上書きによる消失 

第 18条（秘密保持） 

会員は、事務局から開示された秘密の情報について、事務局からの事前の書面による承諾がある場

合を除き、開示目的以外に利用せず、また、第三者に開示してはならないものとする。 

第 19条（規約の変更等） 

１ 事務局は、必要があると判断したときは、本規約を変更できるものとする。 

２ 事務局は、本規約を変更する場合には、会員に対して事前に周知するものとする。 

第 20条（その他） 

１ 本規約に定めるもののほか、本プラットフォームの運営に必要な事項は、事務局が別に定め

る。 

２ 本規約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。 

附則 

この規約は、令和８年８月１日から施行する。 


